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研究成果の概要（和文）：

「裁判の公開」原則の定める非公開要件は極めて厳しい。そうしたなか立法化されたプライシ

ー及び営業秘密の保護を理由とした公開停止を検討し、その合憲性を支える理論について、公

序概念拡張説とともに、例示説の立場から憲法 82 条と 32 条を組み合わせた解釈を検討すべき

との知見を得た。さらに、目下の立法課題である情報公開訴訟におけるインカメラ審理につい

て、上記知見を用いた憲法上の基礎づけを行い、その適用範囲及び実体的要件について立法化

に向けた提言を行った。

研究成果の概要（英文）：
The requirements for closing a public trial within the principle of a “public trial”
are extremely strict. This research examined the reasons behind the legislative
protection of privacy and corporate secrets in closing trials to the public. This research
found that an examination into the theory behind the constitutionality of this issue
required an interpretation that included a combination of the Kojogainen Kachosetsu, as
well as an examination of articles 82 and 32 of the constitution from the perspective
of the Reijisetsu. Furthermore, a proposal was given concerning a current legislative
issue of in camera sessions in public information disclosure litigation. The proposal
promotes legislation in the application and establishment of substantive requirements
using the constitutional foundations that were found in this research.
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１．研究開始当初の背景
（１）裁判の公開に関する法状況は、近年、
大きな変化を見せている。憲法 82 条 2 項の
文言からして困難と思われていた「当事者尋
問等の公開停止」が人事訴訟法によって法制
化され、また、刑事訴訟法改正によって証人
保護のため遮蔽装置やビデオリンク方式が
導入された。さらに、従来は公開の法廷で行
われてきた公判の審理や証拠調べの方針の
決定が、裁判員制度に対応するため創設され
た公判前整理手続で行われることとなった
（刑訴法 316 条の 2）。しかし、公判前整理手
続は非公開であり、刑事事件の実質的審理が
この手続で行われるなら、裁判の公開が形骸
化するとの批判もある。一方、情報公開訴訟
におけるインカメラ審理の導入について、
「情報公開法の制度運営に関する検討会」の
報告書（総務省、平成 17 年 3月）は、「理論
的実務的な今後の蓄積を踏まえつつ、引き続
き検討する必要がある」とする。
（２）このような裁判の「非公開」の動きは
一様ではない。「当事者尋問等の公開停止」
は、公開原則とプライバシー権や営業秘密
（ひいては、裁判を受ける権利）の調整とい
う意味合いをもち、また、公判前整理手続は
裁判員制度導入にあたり裁判の迅速化を図
るために導入された。さらに、被告人のプラ
イバシー権保護のために刑事裁判の非公開
が主張される一方で、裁判の公開はメディア
により実現されるとして、法廷でのテレビカ
メラ取材の拡大を主張する見解もある。司法
改革が始まる前と比べ、実に多様な見解が
「裁判の公開」をめぐって出されている。

２．研究の目的
「裁判の公開」原則を緩和する立法や非公開
の拡大を主張する提言が増加する一方で、そ
の理論的解明は十分とは言えない。そこで、
①人事訴訟法・特許法による公開停止手続の
根拠となった「公序説」を検討する。次に、
②行政訴訟におけるインカメラ審理及び法
廷テレビカメラ取材（換言すれば、メディア
による裁判の公開）について、これらを認め
ているドイツを比較の対象とする。最後に、
③わが国におけるインカメラ審理の立法化
について、裁判の公開と裁判を受ける権利と
の関係を含めて、検討し、さらに立法化に向
けた提言を行う。

３．研究の方法
（1）文献研究を中心にしながら、「裁判の公
開」に造詣の深いゲストスピーカーを招聘し
た研究会を適宜開催するという研究方法を
採用した。
（２）「裁判の公開」原則の持つ理論的及び
実務的重要性を踏まえて、この原則の意義を

損なわない審理公開の停止手続のあり方を
明らかにするための比較法的な参照対象と
して、ドイツ法を取り上げた。そして、日独
の憲法及び行政裁判手続の相違を視野に入
れたうえで、上記テーマについて検討を行っ
た。

４．研究成果
以下では、人事訴訟法などによる公開停止

手続の根拠となった「公序説」の分析、及び、
情報公開訴訟におけるインカメラ審理の検
討を中心に、研究成果の概要を紹介する。
（１）①憲法 82 条 1 項の定める厳格な「裁
判の公開」原則については、近時、それを緩
和する立法が相次いだ。文書提出命令の申立
てにつきその採否を判断するために「インカ
メラ手続」を導入した 1998 年施行の新民事
訴訟法（ア）を嚆矢として、その後、2000 年
の刑訴法改正により、刑事被告人または傍聴
人と証人の間の遮蔽（刑訴 157 条の 3）、ビデ
オリンク方式による証人尋問（刑訴 157 条の
4）が新たに設けられた（イ）。さらに、2003
年に、「当事者尋問等の公開停止」手続が人
事訴訟法及び特許法に導入された（ウ）。そ
の背景には、以下の事情があった。つまり、
前者については、離婚訴訟を提起した場合、
公開の法廷で極めて私的な事柄（私生活上の
秘事）を陳述したくないがために、訴訟の提
起を躊躇することもありえた。また、後者に
ついては、訴訟を提起して営業の秘密を守ろ
うとする当事者は侵害の対象である営業秘
密を主張・立証する必要があるが、一方で憲
法 82 条 2 項によって裁判が公開されること
から、訴訟を提起した意味がなくなるかもし
れない。訴訟提起に際し生じうる以上の問題
を、「公開停止」手続は解決しようとする。
それは公開原則とプライバシー権や営業秘
密の調整を行うとともに、裁判を受ける権利
の保障の実質化という意味合いをもつ。ア及
びイは「裁判の公開」原則が適用される場面
を何とかかいくぐったと言えるが、ウは「裁
判の公開」原則に正面から向き合うものとな
った。しかし、これまで憲法 82 条 2 項の文
言からして困難と思われていた「公開停止」
は、いかなる理論構成から可能とされたので
あろうか。
②人訴法 22 条の公開停止の憲法適合性につ
いて、立案担当者は、同条は憲法 82 条 2 項
「公序」の枠内にとどまるもので、ただ実体
的及び手続的に憲法 82 条を具体化した、と
いう説明を行っている。その際、同条を「公
序」と結びつけることに注意が払われている。
「例えば当該証拠を欠くことにより『他の証
拠のみによっては当該身分関係の形成又は
存否の確認のための適正な裁判をすること
ができない』ことを要件とすることにより公



序につながってくる」。つまり、「裁判を公開
することによって、現に誤った身分関係の形
成等が行われるおそれがある場合は、憲法 82
条 2項にいう『公の秩序……を害する虞があ
る』場合に該当すると解することで、何とか
憲法の認める範囲内で、公開停止の規定を置
く」ことができるとするのである（『新しい
人事訴訟法と家庭裁判所実務』ジュリスト
1259 号 63 頁（小野瀬発言）。なお、特許法も
おおよそ同様の構成を採る。）。

上記の「当事者尋問等の公開停止」手続の
導入は公序説に依拠するものと思われる。そ
れは、適正な裁判の確保を「公の秩序」と解
する手法である（参照、長谷部恭男『憲法 第
5 版』294 頁以下）。最高裁が「制度の保障」
と解する（したがって、権利・法的利益の保
護に直接仕えない）「裁判の公開」に、「適正
な裁判」を組み込むことで訴訟関係人の権
利・法的利益の保護に配慮している点は注目
されよう。一方、公序＝適正な裁判の確保と
いう手法は、憲法 82 条 2 項の「公序」は民
事刑事双方の裁判手続に妥当するのだから
（参照、三井誠『刑事手続法Ⅱ』342 頁以下）、
刑事裁判にも及ぶことになる。「適正な裁判」
が意味するところは「裁判の公開」に限られ
ないとしても、刑事裁判手続において「適正
な裁判」は被告人の防御権の文脈で用いられ
てきており、憲法 37 条の位置付けを含め、
公序（＝適正な裁判の確保）と被告人の防御
権との関係についてはなお検討の余地があ
ろう。かくして、公序の拡大とは異なる手法
として、公序を例示とする理解に立ちつつ、
憲法 32 条及び同条が実現・確保しようとす
る法益を検討プロセスに組み込むことで非
公開認容基準（例えば、「侵害利益の重大性」
及び「著しく回復困難な損害」）を設定する
手法がなお検討されるべきである。
（２）①特許法の定める「当事者尋問等の公
開停止」手続は、審理の非公開を認め、証拠
調べ自体を非公開で行うものであるが、裁判
所の裁量で相手方に当該書類の開示をする
ことができる。これに対し、情報公開訴訟に
おけるインカメラ審理は裁判の公開原則を
制限するのみならず、相手方の法的聴聞権
（審尋請求権）を制限する度合いがとりわけ
大きい。そこで、最高裁平成 21 年決定は、「訴
訟で用いられる証拠は当事者の吟味、弾劾の
機会を経たものに限られるということは、民
事訴訟の基本原則である」から、情報公開訴
訟においてインカメラ審理を行うことは民
事訴訟の基本原則に反し、「明文の規定がな
い限り、許されない」と判示する。

この「民事訴訟の基本原則」を法律レベル
のものと見て、立法によって柔軟に修正して
よいかどうかは検討の余地がある。というの
も、学説（特に民事訴訟法学説）は、上記原
則の内実たる審問請求権（審尋請求権、法的

聴聞権）が裁判を受ける権利に含まれること
について異論を見ない（竹下守夫）と解して
きたからである。そして、裁判を受ける権利
によって保障される審問請求権には、積極的
に自らの攻撃防御方法を提出する機能（弁論
権の積極的側面）と並び、手続上の有意的な
事象と情報を適時に知る機会が与えられう
ること（弁論権の消極的側面）が含まれると
する見解が主張されている（山本克己）。「情
報」を裁判を受ける権利の重要な要素と見る
理解は正当なものである。そうすると、最高
裁のいう「民事訴訟の基本原則」は、裁判を
受ける権利（憲法 32 条）の一内容であり、
単なる立法政策の問題とはならないであろ
う。
憲法 32 条は、他方において、実効的権利

保護を要請している。訴訟においてインカメ
ラ審理が認められなければ不開示事由該当
性について十全な審査を行うことができな
い場合には、この実効的権利保護の要請によ
って、その限りで審問請求権ないし弁論権の
制約が許容されうるとも解されよう。この点
で、参考になるのがドイツ法である（マンハ
イム大学のヴォルフ＝リューディガー・シェ
ンケ教授に対するヒアリングから、多くの知
見を得ることができた。）。
ドイツにおいては、基本法 19 条 4項が公権

力の行使に対する実効的権利保護を、同 103
条 1 項が法的聴聞請求権（審問請求権）を、
それぞれ保障している。インカメラ審理につ
いては、当事者の法的聴聞請求権を侵害する
ことから、従来は憲法に反し許されないと解
されていた。しかし、連邦憲法裁判所は、バ
イエルン協会事件（1999 年 10 月 27 日第１部
決定）において、インカメラ審理の導入を立
法者に命じる決定を行った。連邦憲法裁判所
は、次のように、これを実効的権利保護と法
的聴聞権の調整の問題ととらえ、インカメラ
審理を認めなければ裁判所は十分な審理を
行うことができず、実効的権利保護が保障さ
れなくなるから、その限りで法的聴聞請求権
の制限は憲法上許容され、インカメラ審理を
行わないことは基本法 19 条 4 項に反して違
憲であると判断した。

「基本法 19 条 4 項と 103 条 1 項は互いに
対立関係に入っていると捉えてはならない。
むしろ、基本法 103 条 1 項にもとづく法的聴
聞権は、基本法 19 条 4 項から引き出される
権利保護保障と密接な関係にある。両者は同
一の目的、即ち、実効的権利保護を可能にす
ることに仕える。さまざまな利益とそれに基
づく法的聴聞の制限との衡量を、基本法 103
条 1 項は排除するものではないのである。法
的聴聞の制限は、それが客観的根拠によって
十分に正当化されている場合に可能である」。
そのうえで、法的聴聞権の制限を可能にする
「客観的根拠によって十分に正当化されて



いる場合」に本件があたるとして、連邦憲法
裁判所は次のように判示する。「基本法 19 条
4 項によって保障されている実効的権利保護
が第一に―事実を秘密にしておく必要性の
ある事案がそうであるが―法的聴聞の制限
によって可能になるならば、裁判所が少なく
とも完全な文書を閲覧し、それにもとづき、
秘密保持の利益は存在しないあるいは圧倒
的ではないという帰結に達するという、この
制限と結びつく利点に、連邦憲法裁判所判例
の意味における十分に客観的な根拠が存在
する。個人の権利保護に仕える法的聴聞を求
める権利は、その限定的放棄が例外的に個人
の権利保護を改善する場合には、この権利保
護を否定するために持ち出すことはできな
い。こういった要件の下においてのみ、『イ
ンカメラ』手続は基本法に一致する」。

わが国においても同様に考えることがで
きるように思われる。すなわち、一方におい
て、憲法 32 条は、訴訟当事者に対し、手続
上の有意な事象と情報を適時に知る機会を
与えることを要請しており、インカメラ審理
はこの点で問題がある。しかし、他方におい
て、インカメラ審理を認めなければ、裁判所
は開示決定等の適法性を十全に審査するこ
とができない場合には、憲法 32 条の保障す
る実効的権利保護が果たせないことになる。
そこで、このような場合には実効的権利保護
の要請によって審問請求権ないし弁論権を
制限することが必要となり、インカメラ審理
が憲法上許容される、と解するわけである。
以上のように考えれば、憲法 32 条が審問請
求権ないし弁論権を保障していると解した
としても、インカメラ審理を合憲と見る余地
がある。
②もう一つの問題が、「裁判の公開」原則（憲
法 82 条）との関係である。合憲論として、
公序説にたって、「公序」に公正な裁判を含
むとするものがある。即ち、インカメラ審理
が認められることで公正な裁判が行われる
ことを「公序」と見るのである。あるいは、
インカメラ審理を認めないことによって、公
の秩序を害するおそれがあること、即ち、知
る権利が侵害されるおそれがあることを要
件とする主張も考えられる。

一方、憲法 32 条と 82 条を結びつけた理論
構成も考えられる。権利・法的利益の訴訟で
の実現を裁判を受ける権利が非公開審理と
いう形で保障するという枠組みである。即ち、
情報公開請求権が「知る権利」を具体化する
もので、その重要性については憲法上疑義を
差し挟む余地はないから、（プライバシー・
財産権の非公開審理による保護・実現よりも
積極的に）その訴訟での実現を裁判を受ける
権利が非公開審理という形で保障するとい
う構成である。（１）で述べたように、憲法
82 条は刑事事件にも適用されることを考慮

するなら、このような例示説的理解にたった
構成も検討の余地があろう。
③立法論としては、インカメラ審理を逆ＦＯ
ＩＡ訴訟、独立行政法人情報公開法、情報公
開条例、個人情報保護制度にも適用すべきで
ある。また、裁判の公開原則（憲法 82 条）
または当事者の弁論権（憲法 32 条）との関
係で、インカメラ審理が認められる場合は制
限を受けると考えられる。実体的要件につい
ては、抽象的にいえば、当該事案においてイ
ンカメラ審理を行うことが必要であり（必要
性）、かつ、他の手段によっては開示不開示
について的確な判断を行えない（補充性）場
合に限られると解される。たとえば、当事者
間で不開示部分の記載内容等について争い
がなく、専ら法解釈が争われている場合は、
必要性の要件を欠くであろうし、文書の様式
やヴォーン・インデックス等から記載内容等
が明らかである場合は、補充性の要件を欠く
ことになるであろう。もっとも、具体的にい
かなる要件を設けるかについては立法裁量
が認められうるし、最終的には裁判官の裁量
に委ねざるをえないだろう。
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